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鹽　書　評 驪

大 淀昇
一 著

r宮本武之輔と科学技術行政』

明治大学　岩内　亮一

　科学 ・ 技術 の 社会学的研究は ， 日本教

育社会学会の 会員に よ っ て も， そ の 成果

が発表され て きた 。 そ の 研究は ， 高等教

育論 と科学 ・技術論の 二 つ の 流れ に大別

され よ う。 第
一

の 流れ の 高等教育研究の

分野で は ， 高等教育政 策 ， 高 等教育計

画 ， 学問の 生産性 ， ア カデ ミ ッ ク ・プ ロ

フ ェ シ ョ ン
，

ノ ・ イ タ レ ン ト人材な どが主

要なテーマ とな っ て い る。 第二 の 流れの

科学 ・ 技術論に 関 し て は ， 科学者， 科学

の ライ フ ・ サ イ ク ル
， 技術者の 養成 と社

会的役割 な どが 研究 の 対象 とされ て い

る Q

　 こ の よ 5 な分野 に お け る研究業績 は一

定の 蓄積 を重ねて きて い るが ，
そ の 一部

を除 い て ， と もすれ ば教育社会学の テ リ

ト リーに 拘 泥 し て きた の で は な か ろ 5

か 。 それ ぞれ の 論稿 の 冒頭も し くは末尾

に，教育社会学研究 に お ける位置づ けや

同研究 へ の イ ン プ リケ
ー

シ ョ ン が 記 され

る こ とが少 な くな い 。 学問の 自律性 ・自

己 規定の た め に ， 研究分野 を確定す る こ

とは 必要で あろ う。 また新 しい 分野 を開

拓す る に あ た っ て 既存の 学問 との か か わ

りを明確 に す る こ と も重要で あ る 。 その

意味で 教育社会学 へ の こ だ わ りは当然の

こ と で あ る 。

　 しか しテ
ー

マ が先行す る研究が あ る こ

と も事実で あ る 。 そ し て 特定 の テ ーマ を

追究 す る過程 で
， 関連す る研究 分野 を

徐 々 に ， と りこ む こ と もあ り得る 。 最初

は関連分野が隣接分野 に と どま っ て い る

が， やが て 隣接分野 を飛び越えて 際限 な

く拡が る こ と もあ り得る。
い わ ゆ る学際

的研究 ・ 多領域科学 に お い て 往 々 に して

その 傾向が強い 。

　 こ こに と りあげる大淀氏の 研究 は ， 科

学 ・技術教育史研究 を志 して か ら約 20年

を経 る間， その 研究分野が拡大 した例で

ある 。 当初は 明治時代か ら開始され た技

術教育機関の消長 ， 技術教育制度の 変遷

など も研究 の 視野に い れ て い たが ， や が

て 大正期以降の 技術者分析 に焦点が絞 ら

れ て きた 。 1918年創立 の 工 政会の 機関誌

r工 政会会報』r工 政 』 に 接 し ， 技術者

の 思想 ， 社会的地位 ， 専門職団体 の 運動

に 着 目 し た 。 つ い で 日本 工 入 倶 楽部 の

『工 人 』 『技術 日本』『技術評論』の バ ッ

ク ・ナ ン バ ーの 収集 に あ た っ た 。 さ らに

土木技師 ・ 宮本武之輔 （1892〜 1941）の

日記 （1971年刊行）を入 手 し て ，著者 の

研究関心 は宮本が生 きた時代の 技術者運

動 ， 科学技術行政 へ と収斂 して い っ た 。

こ の 3種類 の資料は 1万頁 をゆ うに 越え

る膨大な もの で あ る 。 しか し工 政会 ・ 日

本工 人倶楽部の 機関誌 と宮本の 日記 の み

に よ っ て ， こ の 大著 を ま とめ られ る もの

で は な い
。 科学史 ， 技術史 ， 政 治史 ， 思

想史の 文献を広 く渉猟 しな けれ ば な らな

い
。 本書 は こ れ ら多領域の 分野に お ける
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研究 をふ ま えて ， 日本の 科学技術政策が

形成 され た過程 とその 政策の 内側の 論理

と現実 を微細に分析した もので あ る 。 な

お ， 著者 は
“
国防技術委員会関係

”

の 未

見の 資料を入手 し て い るこ とを追記した

い o

　 本書 は 6 つ の 章の ほか ， 序章， 終章 ，

補論 に よ っ て 構成 され て い る。 第 1 ， 2

章は 宮本 の生 い 立 ちか らは じま り， 内務

省土 木局 へ 就職 す るまで の 経過 が描 かれ

て い る 。 文学青年の 時代 ， 自我意識の 覚

醒 と立身出世 へ の 回帰 ， 近親者の 影響 と

工 科志望 へ の 動機づ け， 社会改造 へ の 関

心 の 拡大 と新 し い タイ プの政治青年 へ の

志向，工 科大学土 木工 学科時代の 技術者

養成 へ の 批判 の 目の 醸成 と技術者運動 へ

の決意，在学中 r工 学』 を通 して の ア ピ

ール な ど
， 宮本が大学在学中に 「経世的

技術者」 像を も とめて 技術者運動を志す

に い た っ た過程が ， 直木倫太郎の 議論を

は じめ とす る当時の 論調 を下敷 きに して

綿密に 記 され て い る 。

　第 3 章 「技術者 と して の 力量形成の 社

会的連帯へ の 軌跡」 は本研 究前半の圧巻

で あ り90頁が 割か れ て い る。 宮本 は学生

時代か ら当時の技術者 ， 技術教育の あ り

方 に疑念を抱 き， 所与 の 職務の 遂行に ど

ど ま る 「一
部 に 対 す る engineer 」 か

ら，「全部に 対す る manager 」 へ と技術

者の 地位や役割の 強化を提言 した 。 1917

年大学 を終 え 内務 省土 木局 に 入 り利根

川 ， 荒川改 修工 事に従事 したが ， 技術界

の 覚醒 ・団結 ・社会的機会均等 を もた ら

す運動団体 ・日本工 人倶楽部の 設立 に 奔

走す る 。 同志 9 名の 「技術者の ソ ヴィ エ

ッ ト」 （T ．Veblen の 影響）を形成 （19
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20年 10月） し， 12月 5 日に は二 百数十名

を メ ン バ ー と して 創立 総会 に こ ぎ つ け

た 。 総会に準備 され た発会の 辞 （宮本執

筆）に は，技術的文化創造の トー
ン が 強

調 され る とともに ， 学術部 ， ト レ ー ドユ

ニ オ ン 部の 設置が企図 され て い た。 当初

は土 木技術者が 中心 で あ っ たが ， 翌 1921

年春 に は他 の 分野 の 技術者も参集 し会員

は2000名近 くに な っ た 。 同倶楽部 はテ キ

ス トの 編纂 ， 技術 者資格検 定試験 の 実

施，
工 業教育制度改善の 建議な ど多彩な

活動 を展開 した 。 1926年に は安部磯雄，

吉野作造 ， 賀川豊彦 らの 独立労働協会の

大衆的無産政党設立 の 動 きに ， 同倶楽部

が コ ミ ッ トし よ う とし た Q 同年 12月創設

され た無産政党 ・ 社会民衆党に は，同倶

楽部 の 会員 2 名が 中央委 員 に 選 出 され

た 。 とこ ろが そ の 後 「日本工 人倶楽部は

職業組合 に して 政 治的結社 に非 ず」 （札

幌支部），
「特定の政党 を無条件 に 支持せ

ず ……
」 （理事会 ）な ど の 発 言が あ り，

同倶楽 部 の 社 会運動体 の 性格 は 払拭 さ

れ ，
「技術者ノ 職業組合」 の 看板 を下 ろ

し，
1928年以 降に は退会者が 増 え ， 会の

活動 は沈滞 して い っ た 。 なお 技術者 の地

位 向上 の ため に 文官任用令の 政正 を標榜

した エ リー ト技術者団体 ・工 政会 （1918

年創立）は 1924年以降は 産業合理化政策

に 同調 し， 文官任用令に こだ わらな い 技

術者出身の 経営者団体 とし て の 性格 を も

つ に い た っ たが ， 日本工 人倶楽部 も こ の

団体 と選ぶ と こ ろが 少 な くな っ た 。

　続 く 4 ， 5 ， 6 章で は ， 満州 の 植民地

化， 対支進攻 ， 太 平洋戦争の 勃発直前 ま

で の 時期 にお い て 整備 され つ つ あ っ た科

学技術行政 が ， 技術者の 地位確立 ， 技術
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者団体の 役割 と どの よ うなか か わ りを も

っ たか が ， 中心的 な課題 とな る 。 まず 4

章は ， 土 木局技術陣の 蒙満開発 へ の 積極

化 ， 満州国の 始安維持 と産業開発の ため

の 道路網 ・治水事業行政 の
一本化など，

技術行政 に お け る技術者の 活動地平の 拡

大を背景に ， 国内的 に
“

技術的革新化 へ

の 体制固め
”

が図 られ た経緯 の 分析に あ

て られ る 。 そ の体制固め は ， 学術団体土

木学会の 職業団体 へ の 転換 （日本工 人倶

楽部化 ）， テ ク ノ ク ラ シ ーの 椎進 役 と し

て の 同倶楽部 の 活性化 ， 同倶楽部の 日本

技術協会へ の 改称，同協会の 技術者総動

員拠点化 とあわ ただ しい 動 きをみせた 。

1937年に は 日本技術協会 と六省技術者協

議会 は技術立 国技術者大会を開催 し ， 技

術者国家総動員の 基礎 を固め た 。 同協会

は翌年 ， 有馬頼寧を会長 に迎 え近衛文麿

総理 に直結す る団体 とな っ た。 なお その

こ ろ宮本は同協会の 常務理事で あ っ た 。

　つ い で 5 章は宮本 の 「興亜技術」 をあ

つ か っ て い る Q1937 年 7月の 蘆溝橋事件

か ら日本 の 中国侵略は本格化 し， 技術者

団体は対支技術政策機関の 設置 を要求 し

た 。 1938年結成 され た対支技術連盟 ， 産

業技術連盟 （宮本は い ずれ に も中心 的役

割を担 っ た ）そ の 他の 技術者団体の 要請

を背景に ， 内閣直属の 興 亜院 に技術部が

設置 され ， 宮本 は そ の 初代の 部長 とな っ

た。 こ の 職位の 設置 は技術者が 国家の 枢

機 に参画す る とい う意味で 日本行政機構

史上 ， 画期的なこ と で ある 。 また宮本が

技 術部長に な っ た こ と は経世 的技術者 ，

「全 部 に 対 す る manager 」 へ の 飛躍 を

意味す る 。 そ こ で 宮 本は 「興亜技術」 の

理 念を講演の 形で ， また雑誌 を通 して 説

書 評

くに い た る。 そ こ で の 重要な論点の
一

つ

は， 日本 の 技術 は支那の それに対 して優

位 に た つ 形で 日支経済提携が成立 して い

る， その ため 日本の 技術は独立的に 前進

す べ きで あ る とい う点で ある 。 こ の 技術

の躍進性 は ， 技術の 対外的独立 ， 技術 の

向上 独立 と連 なるが ， 問題 は中国大陸開

発の ため に 日本以 外の技術は排除す べ き

で あ る とす る立 場 に あ っ た 。
「興 亜技

術」 の理念に 内包され る排外性 と立 地性

の 矛盾を も っ て して ， 泥沼化 した 日中戦

争を克服す る論理 を期待す る こ とはで き

なか っ た 。

　続 く 6章 「科学技術動員 に よる 大政翼

賛へ の 道」 は本研究後半の 中心 部分で あ

り165頁が あて られ る 。 科学者 ・ 技 術者

の 大同団結 は 1930年代 まで に 何度か試み

られ たが ， 大政翼賛運動の性格 を帯びた

統合化は 1940年に結成 され た全 H 本科学

技術連合会 （全 科技連 ， 134団 体 の 加

盟）に よ っ て 推進 され た 。 企 画院科学

部 ， 興亜院技術部の 技術官僚 に よ る調

整 ， 日本学術振興 会， 科学審議会 ， 日本

技術協会 ， 全科技連などにお ける議論 の

吸収を経て 韮941年 ， 本格的な科学技術行

政の 幕開け と い うべ き 「科学技術新体制

確立 要綱」 が閣議決定され た 。 同要綱は

三 つ の 政策課題 と技術院 の 設置構想 とか

ら成 っ て い る。 著者の用語に よる と，
三

つ の 政 策課 題 は それ ぞ れ 技術の 研究 局

面 ， 実践局面 ， 教育局面 にか か わ る もの

で あ り， 技術院 は技術の 統合局面の確立

を図 る ため の 中枢的行政機関で あ る 。 そ

して 翌年 ， 技術院 と技術審議会の 設置 を

み る 。 技術院の 設置 に よ っ て 1885年の 内

閣制度以来， 行政機構， 文官任用制度の
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あ り方を批判 して きた宮庁技術者 を， 科

学行政の 主役 とす る機会が形成 され た 。

企 画院次長 とし て ， こ の 技術院 の設置に

文字通 り死力 を尽 く した宮本 は 1941年

末 ， 逝去 した。

　本書は宮本武之輔の 生涯 を主軸 に すえ

て 技術者団体の形成 ・発展 ・衰退 ・再発

展 の 過程を分析 したもの で あ り， 著者 の

長年 に わ た る研究の 総 ま とめ で あ る。 著

者自身 ， 宮本研究が
， 大正 デモ ク ラシ ー

研 究， 1930年代研究， 近衛薪体制研究の

一
環 と して 重要で あ る と記 して い るが ，

それ以上 に評価 され るぺ きは， 日本の 科

学技術行政の 軌跡を余す とこ ろな く明 ら

か に した点で あろ う。 しか も科学史 ， 経

済史 ， 行政史な どの 従来の 研究 に欠落し

て い た ジ ャ ン ル （科学 ・ 技術の 制度化）

と時期 （と くに 1930 ， 40年代）に 貴重 な

一石 を投 じて い る Q さらに補論で は戦後

の 経済計画 ， 科学技術行政 ， 教育計画 に

まで 論 をすすめ ， 今後の 研究の 発展を予

告 して い る。 本研究 に歴史社会学的 ア プ

ロ
ーチ ， 社会史的研究 とい うラ ベ ル を貼

る こ とも可能で あろ うが ， それ よ りも多

くの 分野の 歴史研究に大 きなイ ン パ ク ト

を与 え る業績 と評 す る方が 妥 当で あろ

う 。 宮本研究 と科学技術行政史研究を分

割 して 2冊 の 本に した方が よか っ た か も

知れ な い
。 また米 ・英そ の他 の 国の 技術

者団体 とその 運動 との 比 較を加 え る こ と

に よ っ て ， 本書を異な っ た 内容構成に 仕

立 て るこ と もで きる 。 資料の 扱 い 方 に つ

い て も断片的 な コ メ ン トを付す こ とも可

能で あ る 。 しか しこ の 種の 批判や注文を

投 げか け た と して も，重厚 な本書は い さ

さか も動 じ ない 。 また ， こ の よ うな研究

の 弱点 を摘 出す るよ りも， そ の 弱点 を克

服する研究を追加す る方が ， 科学 。 技術

研究の 発展 に 資す る とこ ろが 大きい と い

え よ う。

　　　　 　 ◆ A5 判　569頁 ， 12， 360円

　　　　　　　　　　 東海大学出版会

口　書　評

喜 多村和之編

r学校淘汰の 研究
一

大学 「不死」 幻想 の 終焉
一

』

国立 教育研究所　荒井　克弘

　 1992年に わが国の 18歳人 口 は ピ ーク を

迎え ， 以後長期に わた る減少期に は い っ

て い く。 人 口急増の あ との 減少に よ り，

18歳人 口 は 14年後の 2006年に は ピー ク時

の 65％ まで に減 じて しま うが ， 出生数 は

現在 に お い て もなお 回復の 兆 しは な い 。

人 口 急増急減の 波は幼稚園に は じま っ て

すで に 小学校，中学校に お よび， 1989年

に は高校に 達 した 。 未曾有の 人 口減少期

の 到来の な か で 大学 はは た して 生 き残れ

る の か ど うか ， 学校は ど うか 。 こ れ が 本

書 の 問題意識 とな っ て い る 。

　 キー
ワ

ー ドに あた る 「学校淘汰」 とは

「学校機関が 設立 後， 何 らか の 理 由 ない

し条件の も とで ， あ る も の は存続 し， あ

る もの は 消滅 して い く と い う選択 （se −

lection）現 象」 を さ して い る 。 副 題 に

「大学 「不死」幻 想の 終焉」 とある よ う
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